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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第48期
第２四半期
連結累計期間

第49期
第２四半期
連結累計期間

第48期

会計期間
自 2020年４月１日
至 2020年９月30日

自 2021年４月１日
至 2021年９月30日

自 2020年４月１日
至 2021年３月31日

売上高 (千円) 3,918,604 4,434,287 8,618,898

経常利益 (千円) 71,385 171,224 360,662

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(千円) 43,253 112,057 240,260

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 45,299 97,502 258,265

純資産額 (千円) 3,520,127 3,788,579 3,733,092

総資産額 (千円) 5,899,438 6,295,243 6,339,903

１株当たり四半期(当期)
純利益

(円) 10.67 27.65 59.23

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 59.7 60.2 58.9

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △285 88,705 88,297

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △16,110 △24,691 △232,676

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 12,113 △83,833 76,917

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 1,355,399 1,272,401 1,292,220
 

 

回次
第48期
第２四半期
連結会計期間

第49期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 2020年７月１日
至 2020年９月30日

自 2021年７月１日
至 2021年９月30日

１株当たり四半期純利益 (円) 12.57 16.45
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

３．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を第１四半期連結会計期間の期

首から適用しており、当第２四半期連結累計期間及び当第２四半期連結会計期間に係る主要な経営指標等に

ついては、当該会計基準等を適用した後の指標等となっております。

 
 

２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事業の内容に

重要な変更はありません。

 また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

経営者が連結会社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識し

ている主要なリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更は

ありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

なお、第１四半期連結会計期間の期首より、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31

日。以下「収益認識会計基準」という。）等を適用しております。詳細につきましては、「第４ 経理の状況」「１　

四半期連結財務諸表 注記事項 会計方針の変更等」をご確認ください。

 
(1) 財政状態及び経営成績の状況

①　財政状態

当第２四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末に比べて44,659千円減少し、6,295,243千円と

なりました。主な増減は、棚卸資産の増加31,990千円があったものの、受取手形、売掛金及び契約資産の減少

40,793千円、現金及び預金の減少19,819千円があったことによるものであります。

負債は、前連結会計年度末に比べて100,146千円減少し、2,506,664千円となりました。主な増減は、支払手形及

び買掛金の減少56,150千円、長期借入金の減少35,196千円があったことによるものであります。

純資産は、前連結会計年度末に比べて55,486千円増加し、3,788,579千円となりました。主に利益剰余金の増加

70,042千円があったものの、その他有価証券評価差額金の減少14,555千円があったことによるものであります。

 
②　経営成績

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、政府による新型コロナウイルス感染症に対するワクチン接種

が促進され、国内景気の持ち直しが期待されましたが、感染再拡大は収まらず、繰り返し緊急事態宣言が発出され

て社会経済活動が制限されるなど、依然として、先行きが不透明な状況で推移いたしました。

また、海外でもワクチン接種が普及し、今後の景気回復への期待が高まっておりますが、引き続き、景気下振れ

リスク、政策動向による不確実性、金融市場の下振れリスク、また、半導体不足によるサプライチェーンの混乱な

ど、今後、わが国へ与える影響が懸念されております。

当社グループの中心となっている住宅建築業界におきましては、個人消費者の消費マインドが回復しない状況下

にあって、景気回復を図るためのグリーン住宅ポイント制度などをはじめとした住宅取得促進諸政策の拡充・継続

延長が実施されたものの、半導体不足に伴う一部の住宅設備品の不足や木材不足に伴う建設資材の価格上昇などの

影響もあり、依然として本格的な回復には至らない厳しい状況で推移いたしました。

このような経済状況のもとで、当社グループの建設工事事業において、新築着工件数の低調な推移はあったもの

の、2019年５月の緊急事態宣言の発出時のような営業活動・工事施工活動の制限などの要因はなくなり、通常の事

業活動の継続に向けて注力したことから、業績は回復いたしました。

この結果、当第２四半期連結累計期間の売上高は4,434,287千円(前年同四半期比13.2％増)となり、営業利益は

161,346千円(前年同四半期比180.0％増)、経常利益は171,224千円(前年同四半期比139.9％増)、親会社株主に帰属

する四半期純利益は112,057千円(前年同四半期比159.1％増)となりました。

なお、収益認識会計基準等の適用により、売上高は74,490千円増加し、営業利益、経常利益はそれぞれ12,051千

円増加、親会社株主に帰属する四半期純利益は8,435千円増加しております。
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セグメントの経営成績を示すと、次のとおりであります。

 
(建設工事事業)

建設工事事業は、住宅の新築を含めた各種住宅リフォーム、集合住宅やマンションなどの中規模建設物の補

修・修繕工事、中古マンション・中古戸建住宅のリノベーション再販、ＦＲＰ防水・シート防水等の各種防水工

事、ガス設備工事及び太陽光発電システム設置工事を中心としております。

新築建設物向けの工事件数は低調に推移したものの、既存の戸建・集合住宅などに対する補修・修繕工事に加

えて、店舗などの商業施設に対する工事案件の受注に注力したことで件数が増加いたしました。

以上の結果、建設工事事業の売上高は2,859,943千円(前年同四半期比12.6％増)、営業利益68,424千円(前年同

四半期比177.3％増)となりました。

 

(住宅等サービス事業)

住宅等サービス事業は、住宅の保護という観点から、特に床下環境の改善及びシロアリ対策を中心としており

ます。取引先からの販売促進活動自粛要請が緩和され、通常の販売活動の実施により、個人消費者からの新規シ

ロアリ対策及び床下環境改善の防湿商品の販売が増加いたしました。

以上の結果、住宅等サービス事業の売上高は717,372千円(前年同四半期比23.0％増)、営業利益は137,507千円

(前年同四半期比44.2％増)となりました。

 

(ビルメンテナンス事業)

ビルメンテナンス事業は、首都圏のビルの窓及び外壁のクリーニング、マンション、公共施設などの清掃管理

サービスを中心としております。取引先からの要請に伴う作業の中止、延期が緩和され、作業件数が増加、ま

た、前期に支出していた清掃スタッフの雇用継続のための休業補償手当がなかったことから、利益面でも改善い

たしました。

以上の結果、ビルメンテナンス事業の売上高は856,970千円(前年同四半期比7.6％増)、営業利益は83,452千円

(前年同四半期比70.5％増)となりました。
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(2) キャッシュ・フロー状況の分析

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物(以下、「資金」という。)は、19,819千円減少(前年同四

半期は4,282千円の減少)し、当第２四半期連結会計期間末には1,272,401千円(前年同四半期は1,355,399千円)とな

りました。

当第２四半期連結累計期間に係る区分ごとのキャッシュ・フローの状況は以下のとおりであります。

 

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

当第２四半期連結累計期間における営業活動による資金の増加は、88,705千円(前年同四半期は285千円の減少)

となりました。これは、主に税金等調整前四半期純利益171,224千円に加えて、売上債権及び契約資産の減少によ

る資金の増加101,907千円があったものの、棚卸資産の増加による資金の減少83,644千円、法人税等の支払額

71,934千円、仕入債務の減少による資金の減少56,150千円があったことによるものであります。

 

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

当第２四半期連結累計期間における投資活動による資金の減少は、24,691千円(前年同四半期は16,110千円の減

少)となりました。これは、主に定期預金の払戻による収入27,860千円があったものの、定期預金の預入による支

出27,860千円、リフォーム店舗の拡充に伴う事務所建設費用など有形固定資産の取得による支出24,745千円が

あったことによるものであります。

 

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

当第２四半期連結累計期間における財務活動による資金の減少は、83,833千円(前年同四半期は12,113千円の増

加)となりました。これは、主に配当金の支払額48,637千円、長期借入金の返済による支出35,196千円があったこ

とによるものであります。

　

(3) 経営方針・経営戦略等

当第２四半期連結累計期間において、経営方針・経営戦略等に重要な変更及び新たに生じた課題はありません。

　

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題は

ありません。

 

(5) 研究開発活動

該当事項はありません。

 

 

３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 13,400,000

計 13,400,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数(株)
(2021年９月30日)

提出日現在発行数(株)
(2021年11月９日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 4,060,360 4,060,360
名古屋証券取引所
(市場第二部)

単元株式数は、100株で
あります。

計 4,060,360 4,060,360 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

　2021年７月１日
　～2021年９月30日

― 4,060 ― 186,072 ― 145,813
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(5) 【大株主の状況】

  2021年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社ナカノコーポレーショ
ン

名古屋市昭和区長池町四丁目15番地 1,080 26.64

堀　由紀子 名古屋市北区 520 12.82

ＮＩＴＴＯＨ社員持株会 名古屋市中川区広川町三丁目１番地８ 179 4.42

中野　英樹 名古屋市瑞穂区 156 3.84

堀　　裕紀 名古屋市東区 149 3.67

奥田　清人 愛知県春日井市 140 3.45

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 90 2.22

内藤　征吾 東京都中央区 82 2.03

株式会社愛知銀行 名古屋市中区栄三丁目14番12号 82 2.02

東邦瓦斯株式会社 名古屋市熱田区桜田町19番18号 60 1.48

住化エンバイロメンタルサイエ
ンス株式会社

大阪市中央区道修町２丁目２番８号 60 1.48

計 － 2,598 64.11
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   2021年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 7,200
 

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

40,528 ―
4,052,800

単元未満株式
普通株式

― ―
360

発行済株式総数 4,060,360 ― ―

総株主の議決権 ― 40,528 ―
 

 

② 【自己株式等】

  2021年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社ニットー

名古屋市中川区広川町三
丁目１番地８

7,200 ― 7,200 0.17

計 ― 7,200 ― 7,200 0.17
 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(2021年７月１日から2021年

９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(2021年４月１日から2021年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表につ

いて、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2021年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 1,326,293 1,306,474

  受取手形及び売掛金 1,162,355 －

  受取手形、売掛金及び契約資産 － 1,121,562

  棚卸資産 ※  913,312 ※  945,302

  その他 79,866 83,122

  貸倒引当金 △300 △690

  流動資産合計 3,481,527 3,455,771

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 970,159 951,107

   土地 1,445,020 1,445,020

   その他（純額） 14,250 31,878

   有形固定資産合計 2,429,430 2,428,006

  無形固定資産   

   その他 8,527 8,360

   無形固定資産合計 8,527 8,360

  投資その他の資産   

   その他 420,838 403,535

   貸倒引当金 △420 △430

   投資その他の資産合計 420,418 403,105

  固定資産合計 2,858,375 2,839,472

 資産合計 6,339,903 6,295,243
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2021年９月30日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 782,128 725,977

  短期借入金 510,000 510,000

  1年内返済予定の長期借入金 70,392 70,392

  未払法人税等 76,814 56,835

  賞与引当金 107,520 116,038

  完成工事補償引当金 28,800 27,300

  その他 286,528 272,597

  流動負債合計 1,862,182 1,779,141

 固定負債   

  長期借入金 188,824 153,628

  退職給付に係る負債 394,706 407,889

  長期未払金 9,840 9,840

  その他 151,258 156,165

  固定負債合計 744,628 727,523

 負債合計 2,606,811 2,506,664

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 186,072 186,072

  資本剰余金 145,813 145,813

  利益剰余金 3,350,492 3,420,534

  自己株式 △1,883 △1,883

  株主資本合計 3,680,494 3,750,536

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 52,598 38,043

  その他の包括利益累計額合計 52,598 38,043

 純資産合計 3,733,092 3,788,579

負債純資産合計 6,339,903 6,295,243
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
　至 2020年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年９月30日)

売上高 3,918,604 4,434,287

売上原価 2,906,975 3,228,108

売上総利益 1,011,628 1,206,178

販売費及び一般管理費 ※  954,003 ※  1,044,832

営業利益 57,625 161,346

営業外収益   

 受取利息 9 12

 受取配当金 727 757

 受取手数料 1,800 1,473

 受取保険金 1,492 906

 受取賃貸料 12,554 9,633

 その他 5,811 2,855

 営業外収益合計 22,395 15,639

営業外費用   

 支払利息 1,776 2,170

 賃貸費用 5,761 2,334

 固定資産除却損 － 1,253

 その他 1,098 1

 営業外費用合計 8,635 5,760

経常利益 71,385 171,224

税金等調整前四半期純利益 71,385 171,224

法人税、住民税及び事業税 27,698 59,127

法人税等調整額 433 39

法人税等合計 28,131 59,167

四半期純利益 43,253 112,057

親会社株主に帰属する四半期純利益 43,253 112,057
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
　至 2020年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年９月30日)

四半期純利益 43,253 112,057

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 2,046 △14,555

 その他の包括利益合計 2,046 △14,555

四半期包括利益 45,299 97,502

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 45,299 97,502

 非支配株主に係る四半期包括利益 － －
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
　至 2020年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前四半期純利益 71,385 171,224

 減価償却費 22,898 25,449

 賞与引当金の増減額（△は減少） △261 8,518

 完成工事補償引当金の増減額（△は減少） 2,500 △1,500

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 3,912 13,182

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △653 400

 受取利息及び受取配当金 △736 △769

 支払利息 1,776 2,170

 有形固定資産除却損 － 1,253

 売上債権の増減額（△は増加） 46,710 －

 売上債権及び契約資産の増減額（△は増加） － 101,907

 棚卸資産の増減額（△は増加） △37,845 △83,644

 仕入債務の増減額（△は減少） △58,799 △56,150

 その他 △27,359 △20,043

 小計 23,527 161,998

 利息及び配当金の受取額 736 769

 利息の支払額 △1,785 △2,128

 法人税等の支払額 △22,763 △71,934

 営業活動によるキャッシュ・フロー △285 88,705

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 定期預金の預入による支出 △27,860 △27,860

 定期預金の払戻による収入 27,859 27,860

 有形固定資産の取得による支出 △10,940 △24,745

 無形固定資産の取得による支出 － △220

 貸付けによる支出 △5,170 －

 貸付金の回収による収入 － 273

 投資活動によるキャッシュ・フロー △16,110 △24,691

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） 100,000 －

 長期借入金の返済による支出 △35,196 △35,196

 配当金の支払額 △52,690 △48,637

 財務活動によるキャッシュ・フロー 12,113 △83,833

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △4,282 △19,819

現金及び現金同等物の期首残高 1,359,681 1,292,220

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  1,355,399 ※  1,272,401
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

該当事項はありません。　

 

(会計方針の変更等)

当第２四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日 至 2021年９月30日)

１．収益認識に関する会計基準等の適用

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。）等

を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又は

サービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。これにより、従来は工事完成基

準を適用していた工事請負契約のうち、一定の期間にわたり履行義務が充足される契約については、履行義務の充足

に係る進捗度を見積り、当該進捗度に基づき収益を一定の期間にわたり認識する方法に変更しております。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従ってお

り、第１四半期連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、第１四半期連結

会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。ただし、収益認識会

計基準第86項に定める方法を適用し、第１四半期連結会計期間の期首より前までに従前の取扱いに従ってほとんどす

べての収益の額を認識した契約に、新たな会計方針を遡及適用しておりません。また、収益認識会計基準第86項また

書き(1)に定める方法を適用し、第１四半期連結会計期間の期首より前までに行われた契約変更について、すべての契

約変更を反映した後の契約条件に基づき、会計処理を行い、その累積的影響額を第１四半期連結会計期間の期首の利

益剰余金に加減しております。

なお、この結果、従来の方法に比べ、当第２四半期連結累計期間の売上高は74,490千円増加し、売上原価は62,439

千円増加し、営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益はそれぞれ12,051千円増加しております。また、利

益剰余金の当期首残高は6,622千円増加しております。

さらに、「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号　2020年３月31日）第28-15項に定める経過的

な取扱いに従って、前第２四半期連結累計期間に係る顧客との契約から生じる収益を分解した情報を記載しておりま

せん。

収益認識会計基準等を適用したため、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」に表示していた

「受取手形及び売掛金」は、第１四半期連結会計期間より「受取手形、売掛金及び契約資産」に含めて表示すること

としました。また、前第２四半期連結累計期間の四半期連結キャッシュ・フロー計算書において、「営業活動による

キャッシュ・フロー」に表示していた「売上債権の増減額（△は増加）」は、当第２四半期連結累計期間より「売上

債権及び契約資産の増減額（△は増加）」に含めて表示することといたしました。なお、収益認識会計基準第89-2項

に定める経過的な取扱いに従って、前連結会計年度について新たな表示方法により組替えを行っておりません。

 
２．時価の算定に関する会計基準等の適用

　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」という。）

等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企業

会計基準第10号　2019年７月４日）第44－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新た

な会計方針を、将来にわたって適用することとしております。

　なお、これにより、四半期連結財務諸表に与える影響はありません。

 
 

 

(追加情報)

当第２四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日 至 2021年９月30日)

（新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響に関する会計上の見積りについて）

当社グループは、固定資産の減損会計等の会計上の見積りについて、四半期連結財務諸表作成時点までに入手可能

な情報に基づき、経済状況は緩やかに回復に向かうものの、業績への影響は一定期間続くものと仮定し、会計上の見

積りを行っております。ただし、新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴う影響は不確実性が高く、今後の感染拡

大の影響により、会計上の見積りに影響を与える可能性があります。
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(四半期連結貸借対照表関係)

※　棚卸資産の内訳は、次のとおりであります。

 

 
前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2021年９月30日)

販売用不動産 637,957千円 728,533千円

未成工事支出金 165,702千円 97,146千円

仕掛品 5,660千円 6,569千円

原材料及び貯蔵品 103,992千円 113,052千円
 

 

(四半期連結損益計算書関係)

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 

 
前第２四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
至 2020年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
至 2021年９月30日)

給料及び手当 435,728千円 472,326千円

賞与引当金繰入額 86,635千円 97,398千円

退職給付費用 11,109千円 11,122千円

貸倒引当金繰入額 △653千円 400千円
 

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおり

であります。

 

 
前第２四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
至 2020年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
至 2021年９月30日)

現金及び預金 1,389,472千円 1,306,474千円

預入期間が３か月を超える
定期預金

△34,072千円 △34,072千円

現金及び現金同等物 1,355,399千円 1,272,401千円
 

 

(株主資本等関係)

前第２四半期連結累計期間(自 2020年４月１日 至 2020年９月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2020年６月20日
定時株主総会

普通株式 52,690 13.00 2020年３月31日 2020年６月22日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 

当第２四半期連結累計期間(自 2021年４月１日 至 2021年９月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年６月19日
定時株主総会

普通株式 48,637 12.00 2021年３月31日 2021年６月21日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間(自 2020年４月１日 至 2020年９月30日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     (単位：千円)

 

報告セグメント
調整額
(注)１

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)２建設工事事業

住宅等サービ
ス事業

ビルメンテナ
ンス事業

計

売上高       

  外部顧客への売上高 2,539,080 583,030 796,493 3,918,604 ― 3,918,604

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

― ― 175 175 △175 ―

計 2,539,080 583,030 796,668 3,918,779 △175 3,918,604

セグメント利益 24,678 95,328 48,931 168,937 △111,311 57,625
 

(注) １．セグメント利益の調整額△111,311千円には、セグメント間取引消去14,372千円、各報告セグメントに配分

していない全社費用△125,684千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない当

社の総務部等管理部門に係る費用であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間(自 2021年４月１日 至 2021年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

     (単位：千円)

 

報告セグメント
調整額
(注)１

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)２建設工事事業

住宅等サービ
ス事業

ビルメンテナ
ンス事業

計

売上高       

顧客との契約から生じる収益 2,854,827 717,372 856,970 4,429,171 ― 4,429,171

その他の収益 5,116 ― ― 5,116 ― 5,116

 外部顧客への売上高 2,859,943 717,372 856,970 4,434,287 ― 4,434,287

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

― ― 169 169 △169 ―

計 2,859,943 717,372 857,139 4,434,456 △169 4,434,287

セグメント利益 68,424 137,507 83,452 289,383 △128,037 161,346
 

(注) １．セグメント利益の調整額△128,037千円には、セグメント間取引消去14,267千円、各報告セグメントに配分

していない全社費用△142,304千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない当

社の総務部等管理部門に係る費用であります。

２．その他の収益は、企業会計基準第13号「リース取引に関する会計基準」に基づくリース収益であります。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントの変更等に関する事項

「第４　経理の状況」「１　四半期連結財務諸表　注記事項　会計方針の変更等」に記載のとおり、第１四半期

連結会計期間の期首から収益認識会計基準等を適用し、収益認識に関する会計処理方法を変更したため、事業セグ

メントの利益の算定方法を同様に変更しております。

当該変更により、従来の方法に比べて、当第２四半期連結累計期間の「建設工事事業」の売上高は74,490千円増

加、セグメント利益は12,051千円増加しております。
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(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりでありま

す。

 
(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第２四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
至 2020年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
至 2021年９月30日)

 １株当たり四半期純利益 10円67銭 27円65銭

    (算定上の基礎)   

   親会社株主に帰属する四半期純利益(千円) 43,253 112,057

   普通株主に帰属しない金額(千円) ― 　―

   普通株式に係る親会社株主に帰属する
   四半期純利益(千円)

43,253 112,057

    普通株式の期中平均株式数(株) 4,053,103 4,053,103
 

(注)　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。　

 
 
 
 
２ 【その他】

該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社ニットー(E05065)

四半期報告書

18/21



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。

EDINET提出書類

株式会社ニットー(E05065)

四半期報告書

19/21



独立監査人の四半期レビュー報告書

 
 

 

　2021年11月9日

株式会社　ニットー

　(商号　株式会社ＮＩＴＴＯＨ)

　取　締　役　会　 御中

有限責任監査法人トーマツ

　名　古　屋　事　務　所
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 淺　　井　　明 紀 子 印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 加　　納　　俊　　平 印

 

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ニットー

（商号　株式会社NITTOH）の2021年4月1日から2022年3月31日までの連結会計年度の第2四半期連結会計期間（2021年7月

1日から2021年9月30日まで）及び第2四半期連結累計期間（2021年4月1日から2021年9月30日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッ

シュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ニットー（商号　株式会社NITTOH）及び連結子会社の

2021年9月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第2四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フロー

の状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立

しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠

を入手したと判断している。

 
四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて

継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レ

ビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠し

て実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が

認められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認め

られないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レ

ビュー報告書において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期

連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明する

ことが求められている。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の

事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の

作成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期

連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示してい

ないと信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。

監査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単

独で監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な発見

事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講

じている場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以  上

 

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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